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第８章 持続可能な都市経営 

8 
持続可能な都市経営 

1 情報発信・公開 1 情報の発信・公開 

2 広聴活動 

2 行政運営 1 経営的な行政運営 

2 情報技術の活用 

3 合理的な組織運営 

4 公共施設マネジメント計画・インフラのマネジメント計画の推進 

3 財政運営 1 健全な財政運営 

4 協働 1 協働のまちづくりの推進 

2 人の交流・育成 

5 土地利用 1 市街地整備事業の推進 

2 効果的な土地利用 

3 企業立地 

施策の大項目 

【まちづくりの基本方向】 

施策の中項目 

【テーマ】 
施策の小項目 

持続可能な都市経営 
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テーマ１ 情報発信・公開 

 

目指す状態 必要な情報が分かりやすく発信され、市民の声が市政に届く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市の公式ＳＮＳの登録者数 

現状値： 13,865人（令和 2（2020）年 3月） 目標値： 28,000人（令和 7（2025）年度）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
テーマをめぐる社会的な状況 

 市政への関心を高め、協働のまちづくりを進めるためには、効果的な情報の発信・公開と市
民の声の的確な把握が重要です。ソーシャルメディアの急速な普及は、速報性の高い情報発
信が可能となる中で、情報の受け手側は自らが興味のある情報だけを選択できるようになっ
ています。 

成果指標 
 

各種目的別の市の公式 SNSにおいて、対象としている人の求めている情報を積極
的に発信していくことにより登録者数が増加すると考え、この指標を選定。 
※対象が限定的なアカウント（職員採用や各保育所の保護者向け等）以外の

Twitter 及び LINEの登録者数の合計。 

指標の説明 

令和 2（2020）年 3月の登録者数
（現状値）の２倍を目標値として設
定。 

目標の根拠 
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目標の根拠 
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施策１ 情報の発信・公開  

現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 
《情報発信》 
 市や市政について広く理解と関心を持っても
らうためには、『広報あげお』や市ホームペー
ジに加え、時代に合った多様な媒体を活用し
ていく必要があります。 

 近年増加傾向の外国人市民など、多様な市民
の特性に応じた伝わりやすい広報の工夫が必
要です。 

 災害時などの緊急時における情報発信は、市
民の命を守る上で重要であり、正確で素早い
情報提供が求められます。 

 
 多くの人が市政への理解を深めるとと
もに関心を持ってもらえるよう、情報
発信の目的やターゲットを考慮すると
ともに内容を工夫することで、誰にで
もわかりやすく、届きやすい情報を発
信し、また、緊急時においても、正確で
素早い情報発信に努めます。 
（広報広聴課・危機管理防災課・市民協働推進課） 

 
 ターゲットに応じた広報媒体の利用や
速報性の高いソーシャルメディアの活
用 

 人口減少が今後加速する中、定住人口を確保
して持続可能な自治体とするためには、市の
イメージや知名度を高めるシティセールスを
戦略的に推進していく必要があります。 

 市のイメージや知名度を高め、市外の
人に「訪れたい」「住んでみたい」と感
じてもらうとともに、すでに住んでい
る市民の郷土愛の醸成に努めます。 
（広報広聴課） 

 市の地理的な優位性や地域資源、自慢
できる取組等、市の魅力をさまざまな
手段で発信 

 市政の透明性・信頼性の向上や行政情報の有
効活用を推進するため、市民・事業者に対する
情報の公開が求められています。 

 市民の市政に対する理解と信頼を深め
るように努めます。（総務課） 

 情報公開制度の適正かつ積極的な運用 

 市民が必要とする情報を、より早く正
確に提供する仕組みの構築を目指しま
す。（総務課） 

 行政文書の管理・保存・活用等の見直
し 

 行政が保有するデータを社会において
効果的に活用できるように努めます。
（IT推進課） 

 オープンデータの推進 

 

施策 2 広聴活動 
現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 

《広聴》 
 より良いまちづくりを進めるためには、さまざ
まな手段で市民の声を的確に把握し、市政に反
映する仕組みが必要です。 

 
 市民の声を市政に反映するため、市政
に関する市民の提言や提案を把握しま
す。（広報広聴課） 

 
 市政への提言制度、市民コメント制度
及び市民意識調査の実施 
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テーマ２ 行政運営 

 

目指す状態 経営視点から市民サービスを向上させ、信頼ある行政運営がなされている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■マイナポータル（ぴったりサービス）による電子申請件数 

現状値： 5件（平成 31（2019）年度） 目標値： 679件（令和 7（2025）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 テーマをめぐる社会的な状況 
 
 人口減少時代において、選ばれるまちになるためには、ICTを活用したスマート自治体を推

進することで質の高い行政サービスを提供するとともに、経営視点を持った行政運営が必要
とされています。 

 情報技術革新の進化は年々速度を増しており、国においても情報技術を活用して社会課題解
決を目指す Society5.0を推進しています。地方公共団体においても、情報セキュリティ対策
を強化しながら、市民サービス向上のために ICT技術を積極的に活用することが求められて
います。 

成果指標 

市民等がマイナポータル（ぴったりサービス）を利用し、行政手続
きを電子申請で行った件数。 
市民サービスにおけるＩＣＴの利活用が進んだ度合いを示す代表的
なアウトカム数値の一つと考えられることから、この指標を選定。 
令和 2 年度時点で、申請受付をしているサービスは、妊娠届や児童
手当に関する申請など、合計 16 の申請が可能となっている。 

指標の説明 

令和 7（2025）年度の児童手当受給者見込み数を基
に、マイナンバーカード取得率とマイナンバーカー
ド対応機器所持率、電子申請割合から算出。 
児童手当受給者（15,162人）×マイナンバーカード
取得率（80％）×マイナンバーカード対応機器所持
率（70％）×電子申請割合（8％） 

目標の根拠 
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令和 2 年度時点で、申請受付をしているサービスは、妊娠届や児童
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目標の根拠 
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施策１ 経営的な行政運営  

現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 
《行政運営》 
 地方公共団体は、常にその組織及び運営の合
理化に努め、最少の経費で最大の効果を上げ
るとともに、透明性のある行政運営と市民へ
の説明責任が求められています。 

 
 組織及び行政運営の合理化に努めま
す。（行政経営課） 

 
 「上尾市行政改革プラン」による行政
改革の実施 

 今後は、生産年齢人口が減少し、税収の減少が
見込まれるため、経営的な視点を持って、これ
まで以上に効率的・効果的な組織及び行政運
営を行うことが必要です。 

 効率的で効果的な市民サービスの提供
に努めます。（行政経営課・市民課） 

 

 住民票の写しや各種証明書のコンビニ
交付サービスの実施 

 マイナンバーカードを活用したサービ
スの充実 

 PDCA サイクルマネジメントを強化
し、エビデンスに基づき事業の効果を
判定し、選択と集中、改善を徹底しま
す。（行政経営課） 

 行政評価制度の実施 

 SDGsの達成に向けて、地方公共団体は大きな
役割を担っているとともに、地方創生の実現
に資する目標としても達成に向けた具体的な
取組が求められます。 

 各種計画を SDGsに関連させ策定し、
地方公共団体としての役割の遂行に努
めます。（行政経営課） 

 SDGs関連事業の推進 

 

施策 2 情報技術の活用 
現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 

《情報技術》 
 市民ニーズの多様化・高度化に加え、ICT の進
展など、時代の流れに合った質の高いサービス
の提供が求められています。 

 
 来庁が不要な電子申請サービスの拡充
など、さまざまな分野において利便性
が高く充実したサービスを提供するた
め、ICT を積極的に活用した行政サー
ビスを推進します。（行政経営課・IT推進課） 

 
 電子申請サービスの拡充 
 上尾市 ICT 化推進計画の策定 

 市民サービスを迅速かつ正確に行うため、最新
技術の活用などによる行政事務の効率化が求
められています。 

 最新技術を活用し、業務の改善・効率化
を図ります。（行政経営課・IT推進課） 

 AI、RPA をはじめとした最新技術の活
用 

 オンライン会議システム等の活用 
 不正アクセス等による破壊、窃取、改ざ
んや個人情報の漏えい、ウイルス感染
などの脅威から市の情報資産を保護す
るため、情報セキュリティの強化を図
ります。（IT推進課） 

 職員研修の実施 
 セルフチェックの実施 

 

施策３ 合理的な組織運営  
現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 

《組織運営》 
 適正な定員管理、人材の育成や活用、職員倫理
の徹底などを通じて、合理的な組織運営を図る
とともに、信頼を得ることが必要とされていま
す。 

 
 地方分権や県からの権限移譲、行政サ
ービス需要の動向を踏まえ、引き続き
適正な定員管理を行います。（行政経営課） 

 
 定員管理計画による適正な定員管理 
 

 職員一人一人の能力と意欲を向上させ
るなど、人材の育成に努めます。また、
職員の効率的かつ効果的な配置と活用
を行います。（職員課） 

 人事評価制度の活用 
 職員研修の充実 

 職員のコンプライアンスの徹底を図る
とともに、内部統制制度を導入し、信頼
のある行政を目指します。 
（総務課・職員課） 

 不当要求行為等への組織的な対応、コ
ンプライアンス研修の実施 

 内部統制制度の導入・運用 
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施策４ 公共施設マネジメント計画・インフラのマネジメント計画の推進  

現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 
《公共施設の維持管理》 
 昭和 40～50 年代に集中的に整備された市の

公共施設やインフラは、老朽化により一斉に
更新時期を迎えます。今後さらに厳しくなる
財政状況にあって、公共施設等を適正に維持
管理するため、質と量の最適化を図るととも
に、PPP や PFI など民間との連携を促進する
必要があります。 

 市民活動、市民交流等の場として重要な公共
の建築物については、計画的・効率的な維持
管理・保全が必要です。 

 
 質と量の適正化を図り、安心・安全で
持続可能な公共施設等の維持を実現
することを目指します。（施設課） 

 
 上尾市公共施設等総合管理計画の推

進 

 民間の資金やノウハウを最大限活用
することにより、行政と民間の協働
による公共施設・インフラのマネジ
メントの検討を進めます。（施設課） 

 PPPや PFIなどの活用 
 

 見直しとなった新図書館複合施設整備事業
の建設予定だった土地の活用方法について
検討する必要があります。 

 公共施設マネジメントを踏まえ、土
地の活用を検討します。（施設課） 

 土地活用の検討 
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財政状況にあって、公共施設等を適正に維持
管理するため、質と量の最適化を図るととも
に、PPP や PFI など民間との連携を促進する
必要があります。 

 市民活動、市民交流等の場として重要な公共
の建築物については、計画的・効率的な維持
管理・保全が必要です。 

 
 質と量の適正化を図り、安心・安全で
持続可能な公共施設等の維持を実現
することを目指します。（施設課） 

 
 上尾市公共施設等総合管理計画の推

進 

 民間の資金やノウハウを最大限活用
することにより、行政と民間の協働
による公共施設・インフラのマネジ
メントの検討を進めます。（施設課） 

 PPPや PFIなどの活用 
 

 見直しとなった新図書館複合施設整備事業
の建設予定だった土地の活用方法について
検討する必要があります。 

 公共施設マネジメントを踏まえ、土
地の活用を検討します。（施設課） 

 土地活用の検討 
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テーマ３ 財政運営 

 

目指す状態 市税や自主財源の確保と効果的な予算配分による健全な財政運営が行われる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■実質公債費比率 

現状値： 4.8％（平成 31（2019）年度） 目標値： 4.8％（令和 7（2025）年度） 

 

 

 

 

 

 

 

【図表】実質公債費比率の推移 

 

  

 
テーマをめぐる社会的な状況 

 人口減少や少子高齢化、経済の停滞により、わが国の地方公共団体の財政状況は一層厳しさ
を増しつつあります。変化が激しい社会経済状況に柔軟に対応しながら、限られた予算を効
果的に配分することで、持続可能で健全な財政運営が求められています。 

成果指標 

自治体の収入に対する負債返済の割合を示
す実質公債費比率により、実質的な財政の
健全性が浮き彫りになることから、この指
標を選定。 

指標の説明 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、市税収入が大幅に減少すること
が想定され、地方交付税の振り替えである臨時財政対策債の増加が免れない状
況や公共施設マネジメントに則り、今後数年間、大きな公共工事が複数予定さ
れていることに鑑み、やむを得ず一時的に起債残高が増加せざるを得ない場合
であっても、極力抑制に努めていくことで、現状維持を目標とした。  

目標の根拠 
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施策１ 健全な財政運営  

現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 
《財政運営》 
 人口減少に伴って市税収入が減少する一方
で、高齢化の進展による社会保障関係費の増
加や公共施設の一斉更新問題への対応等によ
り、今後厳しい財政状況が見込まれる中、こ
れまで以上に健全な財政運営と、選択と集中
に基づいた予算編成が求められています。 

 
 市民サービスを安定的に提供し続け
ていくため、歳入と歳出が見合った予
算を編成し健全な財政運営を図りま
す。（財政課） 

 
 上尾市財政規律ガイドラインに基づ

く予算編成 

 事業効果を正確に評価し、優先度の高
い事業に予算を配分します。（財政課） 

 効果的・効率的な予算編成 

 歳入の大半を占める市税は、公平な徴収や滞
納額の圧縮・削減のほか、納付方法の多様化
や相談体制の充実が求められています。 

 歳入を安定的に確保するため、迅速な
滞納整理を図るなど、収納率の向上を
目指します。（納税課） 

 市税の納付方法の多様化や相談体制
の充実 

 市税以外の自主財源の確保を図ることも必要
となっています。 

 市税、使用料・手数料等以外の自主財
源の確保を図ります。 
（行政経営課・財政課） 

 ふるさと納税制度の活用 
 企業版ふるさと納税制度の活用 
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施策１ 健全な財政運営  

現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 
《財政運営》 
 人口減少に伴って市税収入が減少する一方
で、高齢化の進展による社会保障関係費の増
加や公共施設の一斉更新問題への対応等によ
り、今後厳しい財政状況が見込まれる中、こ
れまで以上に健全な財政運営と、選択と集中
に基づいた予算編成が求められています。 

 
 市民サービスを安定的に提供し続け
ていくため、歳入と歳出が見合った予
算を編成し健全な財政運営を図りま
す。（財政課） 

 
 上尾市財政規律ガイドラインに基づ

く予算編成 

 事業効果を正確に評価し、優先度の高
い事業に予算を配分します。（財政課） 

 効果的・効率的な予算編成 

 歳入の大半を占める市税は、公平な徴収や滞
納額の圧縮・削減のほか、納付方法の多様化
や相談体制の充実が求められています。 

 歳入を安定的に確保するため、迅速な
滞納整理を図るなど、収納率の向上を
目指します。（納税課） 

 市税の納付方法の多様化や相談体制
の充実 

 市税以外の自主財源の確保を図ることも必要
となっています。 

 市税、使用料・手数料等以外の自主財
源の確保を図ります。 
（行政経営課・財政課） 

 ふるさと納税制度の活用 
 企業版ふるさと納税制度の活用 
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テーマ４ 協働 

 

目指す状態 行政と市民が協働し、地域コミュニティが活発に行われている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■協働のまちづくり推進事業の応募率 

現状値： 80％ 
（平成 27～31（2015～2019）年度平均） 

目標値： 100％以上 
（令和 3～7（2021～2025）年度平均） 

 

 

 

 

 

 

 

【図表】協働のまちづくり推進事業における応募件数と募集件数の推移（単位：件） 

  H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018) H31(2019) 

応募件数 4 5 5 5 5 

募集件数 6 6 6 6 6 

 

  

 
テーマをめぐる社会的な状況 

 

 市民ニーズの多様化や地域課題の複雑化などにより、行政主導ではなく市民と行政との協働
によるまちづくりの重要性が高まっています。市民や各種団体、企業・大学等の地域づくり
への参加が必要とされており、各分野において協働の核となる人材の育成・発掘が求められ
ています。 

成果指標 

協働のまちづくり推進事業において、募集した件数に対し、応募があった割
合（応募率＝応募件数／募集件数）。 
市民（市民活動団体等）が、市との協働のまちづくり推進事業を活用しなが
ら、地域を取り巻くさまざまな課題に自発的に取り組んでいくことを目指
し、この指標を選定。 

指標の説明 

協働のまちづくり推進事業の毎年の募集件
数を応募件数が継続して上回ることを目標
として設定。 

目標の根拠 
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施策１ 協働のまちづくりの推進  

現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 
《協働のまちづくり》 
 さまざまな地域課題を市民活動団体等と協働
して取り組むことが求められています。 

 地域課題の解決のためには、市内の大学、民間
事業者や NPO 法人等との連携により、その知
見を生かしていくことが期待されます。 
 

 
 地域が抱える課題を市民や市民活動団
体とともに解決するため、市民活動団
体と行政の協働により、さまざまな分
野で協働のまちづくりの規範となる事
業を実施します。（市民活動支援センター） 

 
 協働のまちづくり推進事業の推進 

 地域の課題に対応し、活力のある個性
豊かな地域社会の形成・発展に寄与す
るため、地域資源を活用した事業を推
進します。（行政経営課・市民協働推進課） 

 市内の大学や民間事業者等との連携 
 企業版ふるさと納税制度の活用 

 

施策２ 人の交流・育成  
現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 

《人の交流・育成》 
 東日本大震災の復興支援をきっかけとして平
成 25（2013）年に友好都市協定を締結した福
島県本宮市のほか、長野県上田市など防災協定
等を締結している市町村、海外の友好都市であ
るオーストラリアのロッキャーバレー市と、幅
広い分野での交流が求められています。 

 
 協定等を締結している市町村との絆を
深めるため、さまざまな分野で交流を
推進します。 
（危機管理防災課・市民協働推進課） 

 
 協定締結都市との交流事業の実施 

 地方創生のさらなる推進に向けて、地方創生の
基盤を成す多様な人材に焦点を当て、その活躍
を推進することが重要になります。 

 各分野において、行政と地域をつなぐ
核となる人材を支援し、育成すること
を推進します。（全庁） 

 人材の育成支援 
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施策１ 協働のまちづくりの推進  

現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 
《協働のまちづくり》 
 さまざまな地域課題を市民活動団体等と協働
して取り組むことが求められています。 

 地域課題の解決のためには、市内の大学、民間
事業者や NPO 法人等との連携により、その知
見を生かしていくことが期待されます。 
 

 
 地域が抱える課題を市民や市民活動団
体とともに解決するため、市民活動団
体と行政の協働により、さまざまな分
野で協働のまちづくりの規範となる事
業を実施します。（市民活動支援センター） 

 
 協働のまちづくり推進事業の推進 

 地域の課題に対応し、活力のある個性
豊かな地域社会の形成・発展に寄与す
るため、地域資源を活用した事業を推
進します。（行政経営課・市民協働推進課） 

 市内の大学や民間事業者等との連携 
 企業版ふるさと納税制度の活用 

 

施策２ 人の交流・育成  
現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 

《人の交流・育成》 
 東日本大震災の復興支援をきっかけとして平
成 25（2013）年に友好都市協定を締結した福
島県本宮市のほか、長野県上田市など防災協定
等を締結している市町村、海外の友好都市であ
るオーストラリアのロッキャーバレー市と、幅
広い分野での交流が求められています。 

 
 協定等を締結している市町村との絆を
深めるため、さまざまな分野で交流を
推進します。 
（危機管理防災課・市民協働推進課） 

 
 協定締結都市との交流事業の実施 

 地方創生のさらなる推進に向けて、地方創生の
基盤を成す多様な人材に焦点を当て、その活躍
を推進することが重要になります。 

 各分野において、行政と地域をつなぐ
核となる人材を支援し、育成すること
を推進します。（全庁） 

 人材の育成支援 
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テーマ５ 土地利用 

 

目指す状態 
高い利便性と豊かな自然のバランスが取れており、効果的な土地利用がなさ
れている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■土地区画整理事業の進捗率（事業費ベース） 

現状値： 62.87%（平成 31（2019）年度） 目標値： 100%（令和 7（2025）年度） 

 

 

 

 

 

 

【図表】土地区画整理事業位置図 

 

 

 

 

                                 ：施行済み地区 

                                         ：施行中 

                                 （※令和 2年 11月時点） 

     

 

 
 

 

 
テーマをめぐる社会的な状況 

 少子高齢化・人口減少が進む中、都市機能を集約することで、利便性が高く活気のある中心
市街地の整備が求められています。人口構造や住民のニーズに柔軟に対応し、地域の特性を
生かしながらも、効果的な土地利用への誘導が必要となっています。 

成果指標 

土地区画整理事業は、市街地を計画的に開発して効率的な土地利用を図ることを目的として
いることから、この指標を選定。 
施行中の土地区画整理地区（大谷北部第二、大谷北部第四、上尾道路沿道中新井・堤崎）に
おける事業の進捗率を事業費ベースで表したもの。（年度末執行額／総事業費） 

指標の説明 

令和 7（2025）年度までに完
了することを目標とする。 

目標の根拠 
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施策１ 市街地整備事業の推進  

現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 
《市街地整備事業》 
 無秩序・無計画に広がる急速な市街化に対処
し、公共施設の整備改善と宅地の利用増進を図
るため、昭和 40 年代から土地区画整理事業を
推進し、計画的に基盤整備を行ってきました。
土地の換地を行うなど住民の合意形成が必要
であることから、事業が長期化していることが
課題です。 

 
 市街地を計画的に開発して効率的な土
地利用を図り、良好な宅地を提供しま
す。（都市計画課・市街地整備課） 

 
 新たな市街地整備事業の検討 
 施行中の土地区画整備事業の早期完了 

 

施策 2 効果的な土地利用  
現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 

《土地利用》 
 市街地においては、人口構造・社会環境の変化
や、地域の街づくりの計画の内容等を踏まえ、
用途地域を見直すことが必要です。また、ゆと
りある住宅地の提供を検討することも必要で
す。 

 都市のスポンジ化が懸念され、インフラの老朽
化が進む中、住民の利便性向上や効率的な維持
管理を図ることが必要です。 

 
 人口構造と時代の変化に対応して、都
市機能が集約されたコンパクト・プラ
ス・ネットワーク型の利便性の高い市
街地を整備するために、市街化区域の
秩序ある土地利用を図ります。 
（都市計画課） 

 
 市の基準に基づく、必要に応じた有効
な土地利用のための用途地域の見直し 

 都市計画と異なる土地利用の例も見られ、市街
化調整区域の農地や自然環境を保全するため
には、市が秩序ある土地利用を規制・誘導して
いくことが必要です。 

 適正な区域区分の検証を図ります。 
（農政課・都市計画課） 

 街づくり協議会の支援 
 農地の保全 

 

施策 3 企業立地  
現況と課題 取組の方向 主な事業・取組 

《企業立地》 
 企業立地は、税収面や雇用面などにおいてと
ても重要ですが、企業が立地するための未利
用地や空き地が不足しています。 

 
 未利用地や企業跡地の情報を収集し、

周辺環境などに沿いながら、活用地の
確保に努めます。 
（行政経営課・商工課・都市計画課・開発指導課） 

 
 活用地の確保 
 企業立地のマッチング支援 

 上尾道路の圏央道接続など交通基盤の強化に
より、立地条件を生かした土地利用が求めら
れています。産業立地の優位性を生かした企
業立地など産業振興の在り方を検討するとと
もに、新規事業者立地のための環境整備が必
要になります。 

 農業との調和を図りながら地域の産
業振興に向けた企業立地を推進しま
す。（農政課・都市計画課・開発指導課） 

 上尾道路沿道（及び高速埼玉中央道路
（新大宮上尾道路））や広域幹線道路
沿いの土地利用を検討 

 新規事業者立地のため、関係各課が情
報共有をしながら連携し、企業立地支
援体制の強化を図ります。 
（行政経営課・商工課・都市計画課・開発指導課） 

 上尾市企業立地推進連絡会議による
検討 
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